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【 一般会計：７４億　８００万円 】

【 特別会計：３８億５,９００万円 】

【 公営企業会計：１０億４,８００万円 】

7,408,000 7,094,000 314,000 4.4

3,859,202 3,785,285 73,917 2.0

　国民健康保険 1,668,372 1,733,886 △ 65,514 △ 3.8

　介護保険 1,764,896 1,672,136 92,760 5.5

　後期高齢者医療 425,934 379,263 46,671 12.3

1,047,593 1,029,791 17,802 1.7

12,314,795 11,909,076 405,719 3.4

　 予算の規模　

（単位：千円）

会　計　区　分
令和８年度
予　算　額

令和７年度
予　算　額

増 減 額 増減率(%)

一　般　会　計

特　別　会　計

公 営 企 業 会 計
（下水道事業）

計

※公営企業会計（下水道事業）の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額です。

一般会計の予算額は７４億８００万円で、前年度に比べ３億１,４００万円増額（４.４％

増）となっています。

6,230 6,900 7,205 7,094 7,408

1,864 
1,865 1,787 1,734 1,668

1,583 
1,616 1,625 1,672 1,765

309 
347 381 379

426886 
855 1,030 1,030

1,048

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

一般会計 国民健康保険 介護保険 後期高齢者医療 下水道事業

（単位：百万円）

当初予算額の推移

特別会計の予算額は３８億５,９００万円で、前年度に比べ７,４００万円増額（２.０％増）

となっています。

下水道事業会計の予算額は１０億４,８００万円で、前年度に比べ１,８００万円増額（１.

７％増）となっています。
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【款別歳入内訳】
（単位：千円）

 町税 1,775,510 1,793,572 △ 18,062 △ 1.0
個人町民税 10,937、法人町民税 △35,112
固定資産税 6,549

 分担金・負担金 183,943 71,633 112,310 156.8 平生町負担金 110,120

 使用料・手数料 62,563 60,503 2,060 3.4

 財産収入・寄附金 82,634 71,674 10,960 15.3
土地売払収入 14,419
ふるさと寄附金 △5,711

 繰入金 327,843 189,750 138,093 72.8
財政基金繰入金 122,900
減債基金繰入金 9,910

 繰越金 10,000 10,000 0 0.0

 諸収入 107,607 110,074 △ 2,467 △ 2.2

自主財源計 2,550,100 2,307,206 242,894 10.5

 地方譲与税 57,418 58,684 △ 1,266 △ 2.2 地方揮発油譲与税（暫定税率廃止） △2,000

 利子割交付金 5,000 1,000 4,000 400.0

 配当割交付金 15,000 10,000 5,000 50.0

 株式等譲渡所得割交付金 20,000 10,000 10,000 100.0

 法人事業税交付金 24,000 23,000 1,000 4.3

 地方消費税交付金 380,000 350,000 30,000 8.6

 環境性能割交付金 1,000 8,000 △ 7,000 △ 87.5
制度廃止による。
※令和８年度は精算分が交付見込み。

 地方特例交付金 27,000 18,500 8,500 45.9
自動車税、軽自動車税及び地方揮発油譲与税に係
る減収補填措置の創設

 地方交付税 2,390,000 2,330,000 60,000 2.6 地方財政計画による

 交通安全対策特別交付金 952 917 35 3.8

 国庫支出金 1,043,229 1,157,756 △ 114,527 △ 9.9
デジタル基盤改革支援補助金 △70,295
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 △79,379
地域未来交付金 38,599

 県支出金 546,301 537,937 8,364 1.6
選挙委託金（参議院議員・県知事）△26,496
公立学校情報機器整備費補助金 32,120

 町債 348,000 281,000 67,000 23.8
一般廃棄物処理事業債 △86,000
駅舎等整備事業債 20,600
保健体育施設整備事業債 106,300

依存財源計 4,857,900 4,786,794 71,106 1.5

　
歳　入　合　計 7,408,000 7,094,000 314,000 4.4

　 歳入の状況（一般会計）　

歳　入　区　分
令和８年度
予　算　額

(A)

令和７年度
予　算　額

(B)

増減額
(A)－(B)

増減率
(%)

主な増減理由

　町税は、法人町民税の減収などを見込み、１千８百万円の減額としています。分担金・負担

金は、給食センターの設備整備事業に伴う平生町負担金の増などにより、１億１千２百万円の

増額を見込んでいます。繰入金は、財政基金からの繰入の増などにより、１億３千８百万円の

増額を見込んでいます。自主財源全体では、２億４千３百万円の増額を見込んでいます。

　地方交付税は、地方財政計画により６千万円の増額としています。国庫支出金は、地域未来

交付金（地域防災緊急整備型）の計上があるものの、情報システム標準化・共通化事業に係る

デジタル基盤改革支援補助金や物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の減などにより、１

億１千５百万円の減額を見込んでいます。町債は、給食センター設備整備事業に伴う保健体育

施設整備事業債の計上などにより、６千７百万円の増額としています。依存財源全体では、７

千１百万円の増額を見込んでいます。
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【性質別歳出内訳】
（単位：千円）

　人件費 1,427,701 1,360,933 66,768 4.9
給料表の改定
副町長１名増

　扶助費 1,302,012 1,294,163 7,849 0.6
物価高騰対応重点支援給付金(調整給付)△41,560
介護・訓練等給付費 22,201
法人保育園委託料 16,596

　公債費 545,237 543,933 1,304 0.2

3,274,950 3,199,029 75,921 2.4

　普通建設事業費 679,294 363,733 315,561 86.8

　補助 200,260 182,167 18,093 9.9 駅舎等整備事業 45,919

　単独 479,034 181,566 297,468 163.8
町有地等整備事業 58,427
中学校大規模改修事業 18,205
給食センター設備整備事業 224,012

　災害復旧事業費 6,825 6,825 0 0.0

686,119 370,558 315,561 85.2

　物件費 1,172,164 1,247,176 △ 75,012 △ 6.0
情報システム運用管理費（標準化・共通化含む）
△56,614
道路橋梁点検 △55,000

　維持補修費 32,276 28,689 3,587 12.5 町道維持管理費 3,000

　補助費等 1,357,893 1,421,093 △ 63,200 △ 4.4
周東環境衛生組合負担金 △106,918
下水道事業会計補助金 30,993
光地区消防組合負担金 21,535

　積立金 43,753 20,144 23,609 117.2 減債基金積立金 21,275

　投資及び出資金・貸付金 27,483 27,477 6 0.0

　繰出金 798,362 764,834 33,528 4.4 介護保険特別会計繰出金 19,714

　予備費 15,000 15,000 0 0.0

3,446,931 3,524,413 △ 77,482 △ 2.2

7,408,000 7,094,000 314,000 4.4

　 歳出の状況（一般会計）　

義務的経費計

投資的経費計

その他の経費計

歳　出　合　計

歳　出　区　分
令和８年度
予　算　額

(A)

令和７年度
予　算　額

(B)

増減額
(A)－(B)

増減率
(%)

主な増減理由

　人件費は、給料表の改定、副町長１名の増員などにより、６千７百万円の増額を見込んでい

ます。扶助費は、物価高騰対応重点支援給付金給付費（調整給付）が皆減となりますが、障害

者自立支援に係る介護・訓練等給付費や法人保育園委託料の増などにより、８百万円の増額を

見込んでいます。

　普通建設事業費は、補助事業では、駅舎等整備事業費の計上などにより、１千８百万円の増

額を見込み、単独事業では、給食センター設備整備事業費の増などにより、２億９千７百万円

の増額を見込んでいます。

　物件費は、情報システムの標準化・共通化事業費の減などにより、７千５百万円の減額を見

込んでいます。補助費等は、周東環境衛生組合負担金の減などにより、６千３百万円の減額を

見込んでいます。
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【歳入・歳出グラフ（構成割合）】

人件費
19.3%

扶助費
17.6%

公債費
7.3%

投資的経費
（補助）2.7%

投資的経費
（単独）6.6%

物件費
15.8%

維持補修費
0.4%

補助費等
18.3%

繰出金
10.8%

その他 1.2%

義務的経費
44.2%
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9.3%

その他の
経費
46.5%

町税
24.0%

分担金・負担金
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使用料・手数料
0.8%

その他
7.1%

地方交付税
32.3%

町債
4.7%

国庫支出金
14.1%

県支出金
7.4%
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7.1%

自主財源
34.4%

依存財源
65.6%

総額　74億 800万円

歳 出

歳 入
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　 基金と町債の状況　

980,604 878,891 983,286 1,039,777 742,089

26,170 26,171 36,809 44,724 50,777

394,910 373,421 382,727 395,004 402,549

1,401,684 1,278,483 1,402,822 1,479,505 1,195,415

臨時財政対策債 2,221,642 1,974,326 1,740,632 1,524,380 1,321,666

その他 3,194,544 3,212,885 3,793,962 3,791,641 3,841,928

小計 5,416,186 5,187,211 5,534,594 5,316,021 5,163,594

公営企業会計 下水道事業債 4,443,741 4,268,374 4,162,253 4,067,532 4,015,111

9,859,927 9,455,585 9,696,847 9,383,553 9,178,705

※その他特定目的基金は、公共施設整備基金、地域福祉基金、森林環境基金、国営農地再編整備事業負担金支払基金です。

【用語解説】
○ 財政基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。
○ 減債基金は、町債の償還を計画的に行うため、資金を積み立てる目的で設けられた基金です。
○ 公共施設整備基金は、公共施設整備の経費に充てる基金です。
○ 地域福祉基金は、高齢者保健福祉の増進を図るための基金です。
○ 森林環境基金は、森林環境整備や木材利用の促進及び普及啓発活動等に資する施策に充てる基金です。
○ 国営農地再編整備事業負担金支払基金は、国営農地再編整備事業負担金として、町が支払う負担金に充てる基金です。
○ 臨時財政対策債は、地方交付税の代替財源として発行する地方債です。元利償還金相当額が、後年度に普通交付税で全額
 　措置されます。

（単位：千円）

財政基金

減債基金

その他特定目的基金

計

計

※町債残高は予算計上年度の残高で、６年度末は繰越分があるため見込み額です。

４年度末 ５年度末 ６年度末
７年度末
（見込み）

８年度末
（見込み）

基
金
残
高

町
債
残
高

一般会計
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新 ･･･新規事業

拡 ･･･拡充事業

　　　　　　～たぶせ未来戦略～ 

※たぶせ未来戦略(案)に沿って令和８年度の主な施策を記載しています。

こどもファーストのまちづくり

令和８年度 主な施策の概要

　結婚・出産しやすい環境づくり 妊婦のための支援給付金・妊婦等包括相談支援等

…健康保険課…結婚新生活の応援 8,969千円

…企画財政課…
　財源：国 7,951千円 県 518千円 町 500千円

3,000千円

　財源：県 1,500千円 町 1,500千円

拡 産前・産後サポートと産後ケア

…健康保険課… 4,437千円
乳幼児健康診査

　財源：国 2,217千円 県 906千円 町 1,314千円

…健康保険課… 2,906千円

　財源：国 180千円 町 2,726千円

こども家庭センターの運営

…町民福祉課… 3,268千円

　財源：国 2,179千円 県 545千円 町 544千円

　新婚世帯が安心して子を産み育てられるよ

う、婚姻に伴う住宅取得費用、住宅賃借費用

又は引越し費用など、新生活に必要な費用に

対して30万円を上限（夫婦共に29歳以下の場

合は、60万円を上限）に支援を行っています。

　多胎や家族などから支援を受けにくい妊娠

期から産後１年未満の妊産婦を対象として、

産前・産後サポーターを派遣します。

　また、産後ケアとして、体調不良や育児の

不安がある産婦に対し、産科医療機関による

「宿泊型」又は「通所型」での支援、助産師

による「訪問型」での支援を行っています。

　８年度から、母親同士の交流の場として、

古民家を活用したグループ型の通所型産後ケ

アを実施します。

　妊婦のための支援給付（妊婦の認定後５万

円、妊娠しているこどもの数×５万円）を行

うとともに、妊婦やその配偶者等に対し、情

報提供（母子アプリなど）や相談等の伴走型

支援を行います。

　また、自宅等から最寄りの医療機関等まで

概ね60分以上移動時間を要する妊婦に対し、

交通費や宿泊費を支援します。

　乳幼児の健康診査を実施しています。

　・１か月児健診 　・３か月児健診 

　・７か月児健診 　・１．６歳児健診　

　・３歳児健診

　すべての妊産婦、子育て世帯、こどもの一

体的に切れ目のない相談支援等をこども家庭

センター（保健センター内）で行っています。
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　子どもの豊かな育ちを支える
　環境づくり

保育所等の運営・サービス（第２子以降無償化）

…町民福祉課… 480,478千円

子育て世帯訪問支援 　財源：国 153,536千円 県 83,318千円 
　　　　その他 22,680千円
　　　  町 220,944千円（うち町債 300千円）…町民福祉課… 324千円

　財源：国 108千円 県 108千円 町 108千円

新 子ども食堂の支援

…町民福祉課… 200千円

　財源：国 100千円 町 100千円

児童手当
放課後児童クラブの運営

…町民福祉課… 242,930千円 …町民福祉課… 52,657千円
　財源：国 196,124千円 県 23,402千円
　　　　町 23,404千円 　財源：国 15,491千円 県 15,491千円

　　　　その他 6,183千円 町 15,492千円

新 こども計画の策定

…町民福祉課… 1,836千円

　財源：国 917千円 町 919千円

　次代の社会を担う児童の健やかな成長に資

するため、児童手当を支給しています（高校

生まで。所得制限なし。第３子以降３万円）。

　子ども・子育て支援施策の推進を図るため、

こども基本法に基づき、こどもや子育て当事

者の意見を反映した「田布施町こども計画」

を策定します。

　家事・子育て等に対して不安・負担を抱え

た子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等が

いる家庭を支援員が訪問し、家事・子育て等

の支援を実施します。

　様々な家庭環境にある子どもが無償で利用

できるよう、ボランティアで運営している子

ども食堂を支援します。

　公立保育所を運営するとともに、私立保育

所や認定こども園、幼稚園、小規模保育等に

対して財政支援を行っています。

　また、幼稚園や認定こども園での預かり保

育や認可外保育施設などを利用する場合、そ

の利用料を無償化しています（上限あり）。

（第２子以降の３歳未満児の保育料の無償化）

　保育所、認定こども園又は認可外保育施設

等における第２子以降の３歳未満児の保育料

について、所得制限を設けず、

無償化しています。

　就労等で昼間保護者のいない小学校の児童

に対して放課後の適切な遊び場・生活の場を

提供し、健全な児童の育成を図ります。

　[児童クラブ一覧]

　城南児童クラブ

　麻郷児童クラブ１組・２組

　田布施西児童クラブ１組・２組

　東田布施児童クラブ１組・２組
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　社会的な支援が必要な子ども
　への支援体制づくり

子ども家庭総合支援拠点の運営

…町民福祉課… 1,388千円

障がいのある児童への支援 　財源：町 1,388千円

…町民福祉課… 73,371千円
　財源：国 36,570千円 県 18,285千円
　　　　町 18,516千円

　子育てを支える体制づくり

新 こども誰でも通園制度事業

…町民福祉課… 816千円

　財源：国 468千円 県78千円 町 270千円

病児・病後児保育

…町民福祉課… 1,121千円

　財源：町 1,121千円
ひとり親家庭の医療費の負担軽減

…町民福祉課… 4,823千円

　財源：県 1,758千円 町 3,065千円

　病気中や病気の回復期で集団生活が困難な

子どもを町外の専用施設が預かる場合、その

経費の一部を負担しています。

　障がいのある児童に対する身近な地域での

支援を充実させるため、通所支援を行ってい

ます。

■障害児相談支援

　障がい児又はその保護者の支援の利用に関

する意向その他事情を勘案し、サービス等の

利用計画案の作成や通所給付決定後、サービ

ス事業者等との連絡調整を行っています。

■児童発達支援

　児童発達支援事業所等の施設で日常生活に

おける基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練等を行っています。

■放課後等デイサービス

　学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学し

ている障がいのある児童に、授業の終了後又

は休業日に放課後等デイサービス事業所等の

施設で、生活能力の向上のために必要な訓練

を行い、社会との交流を促進しています。

■保育所等訪問支援

　障がいのある児童以外の児童との集団生活

への適応のための専門的支援を行っています。

　安心して医療を受けられるよう、ひとり親

家庭の医療費の健康保険適用分を対象者に助

成しています。

　地域の子どもや家庭の子育てに関する相談

支援や、食糧支援などの生活援助については、

社会福祉士などの専門スタッフが所属する社

会福祉法人はるか（ゆうなんこども家庭支援

センター「ポコ・ア・ポコ」）に平生町と共

同で運営を委託しています。

　すべての子育て家庭への支援を強化するた

め、０歳６か月から満３歳未満のこどもが、

月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要

件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる「

こども誰でも通園制度」を保育所等で実施し

ます。
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地域子育て支援センターの運営 　学校教育の推進

…町民福祉課… 9,023千円 きめ細かな教育環境づくり

　財源：国 3,007千円 県 3,007千円 町 3,009千円
…学校教育課… 21,631千円

　財源：町 21,631千円

不登校児童・生徒への支援

おむつ定期便 …学校教育課… 984千円
…町民福祉課… 3,509千円 　財源：県 235千円 町 749千円

　財源：町 3,509千円

乳幼児医療費の負担軽減 外国語教育の推進

…町民福祉課… …学校教育課…12,852千円 6,704千円

　財源：県 5,365千円 町 7,487千円 　財源：町 6,704千円

子ども医療費の負担軽減 理科振興備品の計画的な整備

…町民福祉課… …学校教育課…45,486千円 2,270千円

　財源：町 45,486千円 　財源：国 1,130千円 町 1,140千円

　児童・生徒の不登校対策として、スクール

カウンセラー、スクールソーシャルワーカー

を配置します。また、ステップアップルーム

を中学校に設置しサポート教員を配置してい

ます。

　学力の基礎・基本を確実に定着させ、個性

や創造性を最大限に伸長できるよう、補助教

員を小中学校に配置し、きめ細かな学習指導

を行う環境を整えます。

　理科教育の振興のため、学習指導要領に沿

って重点的に整備が必要とされる備品を小中

学校に計画的に整備しています。

　安心して医療を受けられるよう、乳幼児（

就学前まで）の医療費の健康保険適用分を対

象者に助成しています（所得制限なし）。

　安心して医療を受けられるよう、子ども（

小学生から高校生まで）の医療費の健康保険

適用分を対象者に助成しています（所得制限

なし）。

　たぶせ保育園に隣接して開設している地域

子育て支援センター「おんとも」では、子育

てサークルの開催や、育児相談、育児講座な

ど、子育て家庭への様々な支援を行っていま

す。運営する社会福祉法人に対して、費用の

一部を補助しています。

　満１歳になるまでの子どもを養育する世帯

に、地域子育て支援センター「おんとも」に

おいて定期的におむつを無償で配布するとと

もに、必要に応じて育児相談につなげます。

　外国語教育の推進や国際理解教育の充実を

図るため、外国語指導助手を小中学校へ派遣

しています。
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小学校水泳指導支援業務を専門の事業者が担当 学校給食費の無償化

…学校教育課… …学校教育課…2,954千円 49,549千円

　財源：町 2,954千円 　財源：国 41,674千円 町 7,875千円

拡 給食センターの運営・整備（給食事務の受託）

新 学校ＩＣＴ整備事業 …学校教育課… 338,406千円
…学校教育課… 68,976千円 　財源：国 6,327千円 その他 160,502千円

　　　　町 171,577千円（うち町債 106,300千円）
　財源：県 32,120千円
　　　　町 36,856千円（うち町債 9,000千円）

新 中学校屋内運動場大規模改修事業

…学校教育課… 18,205千円
　社会教育の推進

　財源：町 18,205千円（うち町債 18,200千円）

拡 部活動指導員の配置

…社会教育課… 3,729千円

　財源：県 2,308千円 町 1,421千円

　物価高騰対策として、影響を大きく受けて

いる小中学生の保護者の負担を軽減するため、

町内の小中学校における学校給食費を無償化

します。

　中学校屋内運動場の大規模改修（屋根及び

外壁改修、空調設備及び多目的トイレの設置

を含む。）を実施し、安全性や利便性を確保

するとともに、安心して教育活動に取り組め

る環境を整備します。また、この改修により、

災害時等の２次避難所として、避難者が一定

期間安全に過ごせる環境を確保します。

　８年度は、実施設計を行います。

　調理等業務の一部を民間へ委託し、安定し

た体制で、安全なおいしい給食の提供に努め

ています。

　昨年９月からは、平生町の学校給食事務を

受託し、町内の小中学校に加え、平生小学校

及び平生中学校への給食提供も行っています。

　８年度は、給食センターでの調理業務の環

境改善のため、空調設備整備工事、２階トイ

レの洋式化工事及び照明のＬＥＤ化工事を一

体的に実施します。

　子どもたちがスポーツに親しむ機会の確保、

学校の働き方改革の推進等のため、教員に代

わる指導・運営や大会引率等を担う部活動指

導員を配置しています。

　８年度は、対象となる部活動の範囲を広げ、

部活動指導員を増員します。

　国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、２年

度に整備した児童生徒１人１台の学習用タブ

レット端末を、国のＧＩＧＡスクール構想第

２期の方針に沿って更新します。これにより、

児童生徒が引き続き安心してＩＣＴを活用で

きる学習環境を整えます。

　指導の質の向上、安全性の確保、教員負担

の軽減を図るため、小学校水泳授業における

水泳指導支援業務を専門性を持った民間事業

者に委託しています。
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学校・家庭・地域連携協力の推進 スポーツイベントの開催

…社会教育課… …社会教育課…2,256千円 1,600千円

　財源：県 1,504千円 町 752千円 　財源：町 1,600千円

文化財等の保護

…社会教育課… 33,300千円

　財源：国 28,039千円 町 5,261千円

拡 図書の充実と子どもの読書活動の推進

…社会教育課… 3,444千円

　財源：町 3,444千円

生きがい教室の開催

…社会教育課… 492千円

　財源：町 492千円

　「町内一周駅伝大会」や「たぶせスポーツ

まつり」を関係団体との連携で開催します。

　国営ほ場整備事業の予定地で行われた発掘

調査の結果について、報告書の作成を行って

います。また、開発等で行われる緊急調査に

備え、事業の円滑な推進と文化財保護との調

整を図っています。

　図書館が情報・学習の拠点となり、読書に

よる教養の増進が図れるよう、計画的に良書

を購入します。８年度は、インターネットで

注文した新刊本等を図書館で受け取れる仕組

みづくりを計画しています。

　また、小さい頃から読書に興味をもっても

らうため、ブックスタートとして、０歳児の

保護者に絵本を贈呈し、セカンドブックとし

て、３歳児に絵本とカルタを贈呈しています。

　高齢者への生きがいを提供する事業です。

　６０歳以上を対象に受講者を募り、講座を

計画･立案し、定期的に各公民館で教室を開

催しています。

　放課後や週末、長期休業中に、安全・安心

な子どもの居場所を設けるため、地域住民の

参画も得て、学習や文化芸術活動、自然体験

活動など様々な活動を行っています。

　また、家庭教育支援員を配置し、家庭教育

の向上を図るとともに、学校と地域のつなぎ

役として地域学校協働活動推進委員を配置し

ています。

・各放課後子ども教室

　　 東田布施ＰＴＣＡ金声塾

　　 西の寺子屋

　　 城南こころ教室

　　 成器塾

・たぶせ少年少女合唱団

・たぶせ天体教室

・たぶせキッズ教室

・たくまるボランティア活動

・ふれあい活動 など
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「やっぱり田布施がいい」と思えるまちづくり

　地域に愛着を持ち、
　地域で活躍する人材の育成

お試し暮らし住宅「おいでぇ」

…経済課… 698千円

美しいまちづくりの推進 　財源：その他 61千円 町 637千円

…町民福祉課… 3,062千円

　財源：県 3千円 町 3,059千円

移住就業の支援

…経済課… 1,500千円

　財源：県 750千円 町 750千円

空き家改修・引越し事業

…経済課… 1,200千円

　財源：町 1,200千円

親元近居・子育て住まいる支援

…企画財政課… 6,350千円

　財源：県 5千円 町 6,345千円

空き店舗等活用事業

…経済課… 1,000千円

　財源：町 1,000千円

　空き家バンクに一定期間登録がある空き家

等の改修費・売却費及び家財道具の移動費の

一部を補助しています。

　山口県と連携して、東京圏から県内の企業

等に就業し、町内に移住する人を支援します。

　町内にある空き店舗等を活用して開業する

場合、改修費及び機械設備費の一部を補助し

ています。

　世代間の支え合いを促進するため、町内に

住宅を取得し、親元同居または近居する子世

帯を支援しています。また、町内に住宅を取

得する子育て世帯を支援しています（子育て

住まいる支援）。

　

　美しいまちづくり推進条例の目的である、

行政、町民、民間企業の関係者がそれぞれの

責任を自覚し、互いに協力し合って、美しく

て魅力のある田布施を実現するため、環境美

化活動を実施しています。

　田布施町への移住を検討している人を対象

に、短期でお試し暮らしができる住宅「おい

でぇ」の貸出事業を、たぶせＩＪＵ推進協議

会と連携して実施しています。
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地域おこし協力隊事業 　「交通空白」の解消等に向けた
  地域交通のリ・デザインの全面展開

…経済課… 12,251千円

　財源：町 12,251千円 新 駅舎等整備事業

…経済課… 61,406千円
　財源：国 30,702千円
　　　　町 30,704千円（うち町債 20,600千円）

サテライトオフィス誘致推進事業

…企画財政課… 6,400千円

　財源：県 3,200千円 町 3,200千円

新 ふるさと詩情公園（近隣公園）の整備

…建設課… 地域公共交通計画実施事業
8,500千円

…経済課…
　財源：町 8,500千円 15,939千円

　財源：国 6,660千円 町 9,279千円

　地域公共交通の維持のため、地域公共交通

計画に基づき、予約型定額乗合タクシー「の

りーね」の運行事業を実施しています。

　

　バスケットボールなど様々なレクリエーシ

ョン等の場として利用されている近隣公園に、

日よけや雨宿り等に利用するため、地域木材

を活用した東屋を設置します。

　

　田布施駅を地域交流拠点施設として整備し、

地域イベント等の開催や高校生等による産直

スペース、コミュニティカフェ、広域の様々

なワークショップの展開など、多世代交流の

促進、経済効果の創出等を図ります。

　また、地域運営組織の活動拠点とし、積極

的な地域活動の展開を促します。

　８年度は、基本設計及び実施設計等を実施

します。

　地域おこし協力隊員を配置し、地域の情報

を発信するとともに、各種団体と連携して様

々な事業を行っています。

　８年度はアグリチャレンジ隊員１名の活動

を予定しています。また、地域活性化コンシ

ェルジュをサポート体制を整えた上で募集し

ます。

　町内に企業等がサテライトオフィスを開設

する際、開設費用等(通信回線料、不動産賃借

料、施設改修費等)の一部を補助しています。　

　また、新規に地元雇用をする場合、その費

用の一部を補助しています。

　
現在の田布施駅舎
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地域バス路線対策 ＡＩ活用事業

…経済課… …企画財政課…3,358千円 1,439千円

　財源：町 3,358千円 　財源：町 1,439千円

共同航路運航

…経済課… たぶせメール・公式ＬＩＮＥの配信等
11,822千円

…総務課・企画財政課…
　財源：町 11,822千円 1,740千円

　財源：町 1,740千円

　行政手続のデジタル化の推進

情報システムの標準化・共通化

…企画財政課… 175,418千円

　財源：国 156,633千円 町 18,785千円

拡 納税通知書の電子化

…税務課… 1,100千円

　財源：町 1,100千円

　自治体情報システムの標準化・共通化によ

り、人的・財政的な負担を軽減し、オンライ

ン申請等を全国に普及させるためのデジタル

化の基盤を構築します。

　本町では、９年１月から、ガバメントクラ

ウドを活用した標準準拠システムへ移行する

予定です（一部、８年１月から稼働開始）。

　ＡＩを活用し、業務の効率化を図ります。

■LoGoAIアシスタントbot版

　自治体専用アプリ「Logoチャット」上で

「ChatGPT」を利用でき、生成ＡＩによる文章

作成や企画立案の提案などを行う。

■議事録支援ツール「ログミーツ」

　ＡＩによる音声文字起こしや要約等を行う。

　固定資産税及び軽自動車税の納税通知書を

電子化するために必要なシステム改修等を行

います。法人分は、９年４月から、個人分は

１０年４月を目途に運用予定です。

　「たぶせメール」の利用登録者に気象情報

や防災・防犯情報、イベント情報、子ども・

子育て応援情報などをメールでお知らせして

います。

　また、「田布施町ＬＩＮＥ公式アカウン

ト」の友達登録者に防災情報や避難所検索、

ごみ出し、子育て情報などを配信しており、

住民票の写しなどの発行予約の受付も行って

います。

　町内を通るバス路線のうち５路線を地域バ

ス路線として、岩国市、柳井市と共同で防長

交通株式会社に運行を委託し、防長交通株式

会社が運行する国道１８８号線のバス路線の

うち、１路線を周南市、下松市、光市、柳井

市、平生町とともに支援しています。

　熊南総合事務組合が運営する、馬島・佐合

島と本土を結ぶ航路の運航経費を負担してい

ます。平生町との共同運航です。
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地域資源を活かし、再生発展するまちづくり

　農林水産業の未来を創る
　スマート技術の開発・普及促進

　豊かな自然環境・自然景観を
　活用した地域づくり

新規就農者育成等事業 多面的機能支払交付金事業

…経済課… …経済課…5,640千円 30,030千円

　財源：県 3,608千円 町 2,032千円 　財源：県 22,572千円 町 7,458千円

中山間地域整備の支援

…経済課… 15,987千円

　財源：県 11,877千円 町 4,110千円

新 耕作条件等の改良

…経済課… 4,000千円

　財源：県 2,000千円 町 2,000千円

新 のんびらんど・うましま整備事業

…経済課… 15,913千円
　財源：県 6,933千円
　　　　町 8,980千円（うち町債 6,200千円）

　中山間地の農地には、洪水の防止、土壌の

侵食や崩壊防止など多くの機能があります。

これらの機能を保つため、傾斜により経営効

率が悪い中山間地域の集落が共同で行う、農

用地の草刈や水路補修などの維持管理活動に

対して助成しています。

　農業・農村の有する国土保全、自然環境保

全といった多面的機能の維持・発揮を図るた

め、水路・農道等の地域資源の保全又は質的

向上に資する地域の共同活動に対して支援を

行っています。

　国営緊急農地再編整備事業において整備さ

れた本町地区の農地は、田布施川の河口付近

が低平地となっており、大雨時等に浸水被害

が懸念されるため、排水環境等の基礎調査を

行います。

　農業人材の育成と定着を図るため、認定新

規就農者等に対する支援を行っています。　

■経営開始資金

　認定新規就農者に対する経営資金の支援

■農地確保支援

　認定新規就農者が借り受ける農用地の賃借

料を支援

■新規就農者受入支援

　認定新規就農者を受け入れた集落営農法人

等に対し、機械・施設等の整備費を支援

　のんびらんど・うましまの各施設の改修等

を実施します。

　・宿泊棟改修　　　・トイレ棟改修　

　・全施設LED化

　・海水浴場シャワー交換
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　スタートアップを生み出す
　エコシステムの形成

　健康づくりの推進

拡 予防接種の実施

集落支援事業（麻里府地域） …健康保険課… 66,525千円
…経済課… 1,228千円 　財源：町 66,525千円

　財源：町 1,228千円

　地域医療・救急医療体制の充実

休日夜間応急診療所の運営

…健康保険課… 5,396千円

　財源：町 5,396千円

がん検診の実施

…健康保険課… 16,078千円
拡 第２次救急医療の確保

　財源：国 71千円 町 16,007千円

…健康保険課… 21,289千円

　財源：町 21,289千円

　感染症の発生や流行を予防するため、予防

接種（定期）を実施しています

○乳幼児・児童

　・ ５種混合 ・２種混合 ・麻しん、風しん

　・ 日本脳炎 ・ＢＣＧ　

　・ 小児肺炎球菌　・水痘　・Ｂ型肝炎

　・ ロタウイルス

○高齢者等

　・ インフルエンザ　・ 肺炎球菌

　・ 新型コロナウイルスワクチン

　・帯状疱疹ワクチン

○その他

　・ 子宮頸がん

　拡 ＲＳウイルス母子免疫ワクチン

　４０歳以上を対象にがん検診を実施して

います(子宮頸がんについては２０歳から対

象)。検診の受診を促進して早期発見、早期

治療につなげます。

・胃がん検診　・子宮頸がん検診　

・乳がん検診　・大腸がん検診　

・肺がん検診　・前立腺がん検診

　休日夜間応急診療所は、平日夜間や休日昼

間等における応急処置的な医療や入院加療を

必要としない軽症患者等に対応するために設

置しています。田布施町、柳井市、上関町、

平生町の１市３町で運営しています。

　山口県が認定する救急告示病院で、地域の

第２次救急医療を担う周東総合病院に対して、

関係する１市４町（田布施町、柳井市、周防

大島町、上関町、平生町）が運営費を負担し

ています。

　８年度は、働き手の確保等、救急医療体制

を維持していくため、負担額を増額します。

　麻里府地域の実情に詳しく、集落対策の推

進に関してノウハウ・知見を有した「集落支

援員」を配置し、集落の巡回、状況把握等を

行っています。また、集落支援員、町、住民

等が行う集落点検や話し合いを通じ、必要と

認められる施策を実施しています。
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その他の施策（福祉関連）

　地域福祉の充実 介護予防・日常生活支援総合事業

…健康保険課…民生委員・児童委員の活動補助 50,687千円

…町民福祉課…
　財源：国 14,998千円 県 6,251千円 
　　　　その他 13,502千円 町 15,936千円5,734千円

　財源：県 2,866千円 町 2,868千円

無料法律相談の実施

…町民福祉課… 180千円

　財源：町 180千円

　高齢者福祉の推進

介護サービスの充実

…健康保険課… 1,592,867千円
　財源：国 363,471千円 県 238,133千円 
　　　　その他 430,074千円 町 561,189千円

　介護保険は、高齢者の介護の負担を家族だ

けでなく社会全体で支える制度です。

　寝たきりや認知症などで常に介護を必要と

する状態（要介護）になったときや、日常生

活に支援が必要 （要支援）になったときな

ど、状況に応じて保健・医療・福祉のサービ

スを総合的に受けることができます。

　介護予防・日常生活支援総合事業には、要

支援の人及び簡易的な判定により支援が必要

と認められた人を対象とする「介護予防・生

活支援サービス事業」と、６５歳以上の全高

齢者及びその支援を行う人を対象とする「一

般介護予防事業」があります。

■介護予防・生活支援サービス事業

　高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で暮

らせるよう、サービス等を提供しています。

○訪問型サービス

○通所型サービス

○介護予防ケアマネジメント

■一般介護予防事業

　高齢者が積極的に介護予防活動に参加でき

るような環境づくり、また、専門職などによ

り介護予防に関する知識の情報提供を行い、

介護予防に役立つ自主的な地域活動の育成・

支援を推進しています。

○対象者把握事業

○介護予防普及啓発事業

○地域介護予防活動支援事業

※「いきいき百歳体操」などを活用し、住民

主体の介護予防活動を育成・支援。

○一般介護予防事業評価事業

○地域リハビリテーション活動支援事業

　民生委員は、それぞれの地域において、住

民からの相談に応じ、必要な援助等を行って

います。児童委員は、子どもたちを見守り、

子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談･

支援等を行っています。

　住民を対象とした弁護士による無料法律相

談を２か月に１回開催しています。
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 高齢者タクシー利用助成

…健康保険課… …健康保険課…11,566千円 6,994千円

　財源：その他 10,227千円 町 1,339千円 　財源：町 6,994千円

緊急通報装置の設置支援
地域包括支援センターの運営

…健康保険課…
…健康保険課… 4,758千円

21,901千円
　財源：町 4,758千円

　財源：国 8,431千円 県 4,215千円 町 9,255千円

ねたきり老人等おむつ支給 敬老イベント補助事業

…健康保険課… …健康保険課…2,520千円 1,863千円

　財源：町 2,520千円 　財源：町 1,863千円

　地域包括支援センターは、おおむね６５歳

以上の人の日常生活に関する相談を受け、町

や地域の関係機関と連携を図りながら専門員

がアドバイスを行います。運営は、社会福祉

法人に委託しています。

　在宅で寝たきりや認知症で、常時失禁状態

が続きおむつが必要な人に対して、毎月、一

定量の紙おむつや尿とりパットを給付してい

ます。要介護認定４・５の人及び医師の証明

のある人などが対象です。

　７５歳以上の在宅高齢者のみの世帯のうち、

自動車等を所持していない人などに対して、

タクシーの初乗り運賃を助成する割引証を月

あたり４枚交付しています。

　また、日中に高齢者のみとなる世帯の人に

対しては、 割引証を月あたり２枚交付して

います。

　６５歳以上の一人暮らし高齢者または６５

歳以上の高齢者のみの世帯で、日常生活上の

注意を要する状態にある人に対し、緊急通報

装置を設置し、緊急事態に対する不安の解消、

日常生活の安全確保等適切な情報管理を支援

しています。

　高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ

細かな支援を実施するため、医療専門員を配

置し、高齢者に対する個別的支援（ハイリス

クアプローチ）と通いの場等への積極的な関

与等（ポピュレーションアプローチ）を組み

合わせて実施することにより、地域の健康課

題の把握、事業対象者の抽出、事業の企画・

調整等を行っていきます。

　

　各地域で敬老イベントを実施する団体に対

して、経費の一部を補助しています。
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　障がい者（児）福祉の推進 自立支援医療費の助成

…町民福祉課…重度心身障害者医療費の負担軽減 23,250千円

…町民福祉課…
　財源：国 11,604千円 県 5,802千円
　　　  町 5,844千円63,638千円

　財源：県 23,904千円 その他 10,356千円
        町 29,378千円

身障者福祉タクシー利用助成 補装具の支給

…町民福祉課… …町民福祉課…2,217千円 6,359千円

　財源：町 2,217千円 　財源：国 3,179千円 県 1,589千円 町 1,591千円

　公的医療保険の安定運営

国民健康保険事業の安定的な運営

介護給付・訓練等の給付 …健康保険課… 1,668,372千円
…町民福祉課… 395,865千円 　財源：県 1,280,110千円 その他 5,408千円

        町 382,854千円 
　財源：国 197,678千円 県 98,839千円 
　　　　町 99,348千円

　施設サービス、居宅サービスを問わず様々

なサービスの組み合わせを選択できるよう、

申請に基づき、利用目的にあったサービスを

提供しています。日常生活の支援を受けるこ

とができる介護給付や、身体能力向上のため

の訓練や就職に必要な知識や技術を身につけ

る訓練等給付として必要な費用を支給してい

ます。

　障がい者（児）の身体機能を補完・代替す

るための補装具の費用を給付し、日常生活能

力の改善を支援しています。

　障がいのある人の手術費や機能障がいの軽 

減・改善のために必要となる医療費の一部を

助成しています。また、身体に障がいのある

児童又は医療を行わないと将来障がいを残す

と認められる児童で、確実な治療の効果が期

待できる場合も助成対象となります。

　身体障害者手帳１級～３級所持者、療育手

帳Ａ、Ｂ所持者、精神障害者保健福祉手帳１

級～３級所持者で、在宅で生活している人に

対して、タクシーの初乗り運賃を助成する割

引証を月あたり４枚交付しています。

　国民健康保険については、被保険者が安心

して医療を受けられるよう、山口県と共に適

正な運営を行っています。また、医療給付費

が高額にならないよう、特定健康診査や特定

保健指導などに力を入れ、医療費の抑制に取

り組んでいます。

　なお、８年度からは、社会全体で子育て世

帯を支えるため、子ども・子育て支援納付金

を国民健康保険税と合わせて納付していただ

くこととなります。

　安心して医療を受けられるよう、重度心身

障害者医療費の健康保険適用分を対象者に助

成しています。
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その他の施策（消防・防災関連）

　消防力の強化 自主防災組織等育成事業

…総務課…光地区消防組合運営負担金 2,174千円

…総務課…
　財源：その他 2,000千円 町 174千円

308,337千円

　財源：町 308,337千円

　防災・減災施策の強化 　災害に強いまちづくりの推進

新 防災資機材の整備 新 大規模盛土造成地の第２次スクリーニング

…総務課… …建設課…15,758千円 20,000千円

　財源：国 7,878千円 町 7,880千円 　財源：国 6,356千円 町 13,644千円

新 中央南防災トイレ等の整備 民間住宅の耐震化促進

…総務課… …建設課…58,427千円 1,427千円

　財源：町 58,427千円（うち町債 58,400千円） 　財源：国 713千円 県 356千円 町 358千円

　災害時の拠点避難地となる中央南防災広場

に、必要な設備を整備します。

　・防災トイレ　・防災用パーゴラ

　・防災用かまどベンチ　・外灯

　・防災遊具　　

　町内では城南、麻郷、東、西、麻里府の町

内全ての地域で自主防災組織が活動しており、

活動経費の一部を補助しています。

　８年度は、防災用備品を整備する経費に対

しての補助も行います。

　避難所の生活環境の改善等を図るため、防

災・減災に必要な資機材を整備します。

　・自動ラップ式トイレ

　・トイレ用外幕テント

　・テント、タープ

　・ブルーヒーター

　・リヤカー、トップカー　

　消防・救急事業は、田布施町、周南市、光

市の２市１町で構成する一部事務組合で運営

しており、経費の一部を負担金しています。

この負担金は、消防施設の維持管理や職員の

給与などに充てられています。

　これまでの調査において策定した大規模盛

土造成地の第２次スクリーニング計画に基づ

き、第２次スクリーニング（地盤調査、安定

計算等）を行い、土砂災害リスクが高いと判

断された場合、大規模盛土規制法に基づき規

制区域を指定します。

　

　改正前の建築基準法により建てられた木造

住宅について、希望者に無料で耐震診断を行

い、耐震改修を行った人に対してその費用の

一部を補助しています。
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その他の施策（環境・土木関係）

　環境にやさしい社会の形成 　安全な水の安定供給

可燃ごみ・し尿の処理等 水道用水の供給（広域化）

…町民福祉課… …町民福祉課…179,995千円 135,518千円

　財源：町 179,995千円（うち町債 37,300千円） 　財源：県 2,771千円 その他 27,332千円 
　　　　町 105,415千円（うち町債 700千円）

　生活排水対策などの推進
不燃ごみ・資源ごみの処理等

…町民福祉課… 公共下水道の管理・整備
103,494千円

…建設課…
　財源：町 103,494千円 327,278千円

　財源：町 327,278千円

　道路の整備

町道・橋梁の整備

…建設課… 47,480千円 合併浄化槽の設置助成

　財源：国 20,145千円 
　　　　町 27,335千円（うち町債 15,600千円）

…町民福祉課… 8,292千円

　財源：国 2,350千円 町 5,942千円

　可燃ごみは、田布施町、柳井市、平生町、

上関町で構成する周東環境衛生組合「清掃セ

ンター」で焼却処理し、し尿は、田布施町、

柳井市、岩国市、平生町、上関町で構成する

周東環境衛生組合「衛生センター」で処理し

ています。両センターの運営費と改修費用を

負担しています。

　また、清掃センターの新ごみ処理施設建設

に向けた基金の積立に対しても負担をしてい

ます。

　田布施町と平生町で構成する熊南総合事務

組合で、不燃ごみ、資源ごみの処理及び斎苑

の管理をしており、運営費を負担しています。

　柳井市、周防大島町、上関町、田布施・平

生水道企業団の水道事業と柳井地域広域水道

企業団の水道用水供給事業が「柳井地域広域

水道企業団」へ経営統合し、事業を行ってい

ます。

　安全でおいしい水を安定的に供給できるよ

う、柳井地域広域水道企業団の経営費用の一

部を構成団体で負担します。

　公衆衛生の向上、公共用水域の水質の保全

等のため、下水道の適切な管理と整備を行っ

ています。

　８年度は、中央雨水１・２・５号幹線、平

田川雨水１号幹線の管渠整備を実施します。

　日常生活の利便性と安全性を高めるため、

道路・橋梁の整備を行っています。

　８年度は、町道上定井手線改良工事、町道

新川旭線改良工事などを実施します。

　公共下水道の早期整備が見込まれない地域

において、合併処理浄化槽（５人槽、７人槽、

10人槽）の設置費用の一部を補助しています。
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１　歳入歳出分析

歳 入 （財 源 別） （単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

町税 1,775,510 24.0 1,793,572 25.3 ▲ 18,062 ▲ 1.0 

地方交付税 2,390,000 32.2 2,330,000 32.9 60,000 2.6 

地方譲与税 57,418 0.8 58,684 0.8 ▲ 1,266 ▲ 2.2 

利子割交付金 5,000 0.1 1,000 0.0 4,000 400.0 

配当割交付金 15,000 0.2 10,000 0.2 5,000 50.0 

株式等譲渡所得割交付金 20,000 0.3 10,000 0.2 10,000 100.0 

法人事業税交付金 24,000 0.3 23,000 0.3 1,000 4.3 

地方消費税交付金 380,000 5.1 350,000 4.9 30,000 8.6 

環境性能割交付金 1,000 0.0 8,000 0.1 ▲ 7,000 ▲ 87.5 

地方特例交付金 27,000 0.4 18,500 0.3 8,500 45.9 

交通安全対策特別交付金 952 0.0 917 0.0 35 3.8 

国庫支出金 0 0.0 19,800 0.3 ▲ 19,800 皆減 

県支出金 0 0.0 9,908 0.1 ▲ 9,908 皆減 

財産収入・寄附金 78,020 1.1 70,055 1.0 7,965 11.4 

繰入金（財政基金・減債基金） 320,129 4.3 187,319 2.6 132,810 70.9 

繰越金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

その他 80,527 1.0 48,307 0.7 32,220 66.7 

一般財源 計 5,184,556 70.0 4,949,062 69.8 235,494 4.8 

国庫支出金 1,043,229 14.1 1,137,956 16.0 ▲ 94,727 ▲ 8.3 

県支出金 546,301 7.3 528,029 7.5 18,272 3.5 

分担金・負担金 183,943 2.5 71,633 1.0 112,310 156.8 

使用料・手数料 26,693 0.4 56,619 0.8 ▲ 29,926 ▲ 52.9 

繰入金（その他基金） 7,714 0.1 2,431 0.0 5,283 217.3 

諸収入 62,950 0.8 65,651 0.9 ▲ 2,701 ▲ 4.1 

町債 348,000 4.7 281,000 4.0 67,000 23.8 

その他 4,614 0.1 1,619 0.0 2,995 185.0 

特定財源 計 2,223,444 30.0 2,144,938 30.2 78,506 3.7 

合　　計 7,408,000 100.0 7,094,000 100.0 314,000 4.4 

歳 出　（目 的 別） （単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

議 会 費 74,964 1.0 72,640 1.0 2,324 3.2 

総 務 費 1,258,482 17.0 1,412,093 19.9 ▲ 153,611 ▲ 10.9 

民 生 費 2,456,026 33.2 2,352,887 33.2 103,139 4.4 

衛 生 費 652,409 8.8 746,995 10.5 ▲ 94,586 ▲ 12.7 

労 働 費 3,739 0.1 3,744 0.1 ▲ 5 ▲ 0.1 

農 林 水 産 業 費 186,298 2.5 232,163 3.3 ▲ 45,865 ▲ 19.8 

商 工 費 196,107 2.6 99,255 1.4 96,852 97.6 

土 木 費 692,096 9.3 673,535 9.5 18,561 2.8 

消 防 費 346,156 4.7 330,759 4.7 15,397 4.7 

教 育 費 967,295 13.0 597,487 8.3 369,808 61.9 

災 害 復 旧 費 13,831 0.2 13,435 0.2 396 2.9 

公 債 費 545,237 7.4 543,933 7.7 1,304 0.2 

諸 支 出 金 360 0.0 74 0.0 286 386.5 

予 備 費 15,000 0.2 15,000 0.2 0 0.0 

合    計 7,408,000 100.0 7,094,000 100.0 314,000 4.4 

令和８年度 令和７年度 比　較

令和８年度 令和７年度 比　較

区　　分

区　　分
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